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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期
第３四半期
累計期間

第34期
第３四半期
累計期間

第33期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 5,024,016 4,928,615 7,129,392

経常利益 (千円) 29,056 269,877 182,974

四半期(当期)純利益 (千円) 17,412 167,308 108,441

持分法を適用した
場合の投資利益

（千円） ― ― ―

資本金 (千円) 534,192 534,192 534,192

発行済株式総数 (千株) 12,725 12,725 12,725

純資産額 (千円) 1,560,288 1,762,064 1,650,794

総資産額 (千円) 3,689,001 3,124,125 3,645,077

１株当たり四半期(当期)純利益金
額

(円) 1.56 14.95 9.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 14.92 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 41.6 55.7 44.6
 

　

回次
第33期
第３四半期
会計期間

第34期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.35 3.63
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため該当事項はありません。

４　第33期第３四半期累計期間及び第33期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しておりません。　

　　　　　　 　　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済・金融対策により円高の是正や株価の回復
が進む一方で、建設現場においては人材不足や資材の高騰等を背景とした入札不調が相次いで報道される状
況になりました。

　そのような中で当社は、幅広い建設プロジェクトの顧客側に立つプロとして、最新のコスト情報とコスト
削減策提案で顧客の迅速な意思決定を支援し、顧客満足を追求したＣＭ（コンストラクション・マネジメン
ト）手法によるサービス品質の向上と組織力の強化に努めております。これらの結果、建設プロジェクトの
立ち上げ段階からの引き合いが増えた他、建設コスト上昇に悩まれた新規顧客からの相談が増えました。そ
して、サービスの対象となる建設プロジェクトの事業規模も大型化し、当社の総合力への期待とＣＭ手法の
認知度向上を更に実感しました。
　業績面において、当第３四半期累計期間の社内で管理する粗利益ベースでの受注状況は、過去最高であっ
た前年度を約12％上回りました。売上高は4,928百万円（前年同四半期5,024百万円）と前年同四半期より僅
かに減収となっておりますが、ピュアＣＭ方式（工事原価を含まないフィーのみの契約型ＣＭ）での案件が
前年同四半期より増えていることから、売上総利益は1,028百万円（前年同四半期754百万円）と前年同四半
期を36％上回る結果となりました。販売費及び一般管理費は、ほぼ予算通り推移し、営業利益310百万円(前
年同四半期92百万円)、経常利益269百万円（前年同四半期29百万円）、四半期純利益167百万円（前年同四
半期17百万円）といずれも前年同四半期を上回る結果となりました。　　

 

　事業のセグメント別の状況は以下のとおりです。

 

① オフィス事業

　日本国内における事業再編の動きは引き続き活発化しており、その中でグループ企業の統合、地方拠点の
集約化などによる事業所移転の需要が増加しております。

　当社では、移転先のビルを選定する段階から支援するコンサルティング業務や、耐震性の高いビルへの移
転、グループ企業の統合、地方拠点への集約等、速さと高い専門性が必要となる業務の引き合いは堅調に推
移しています。

　当社のＣＭ手法によるＰＭ（プロジェクト・マネジメント）サービスは、移転の可否、方向性を検討する
構想段階およびビルの選定から引越しまでワンストップで支援することが可能であります。また、数多くの
コスト削減成功事例から、大企業を中心にお客様のリピート化が実現しており、引き続き高い優位性を発揮
しました。

　これらの結果、当第３四半期累計期間のオフィス事業の売上高は3,073百万円（前年同四半期2,091百万
円）と大幅に増加しました。
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② ＣＭ事業

　昨今の需給バランスの急激な変動もあり、建築費予算超過に悩まれた顧客からの引き合いの他、建設を伴
う事業のプロジェクト化の引き合い等、多くの提案機会を得ることができました。建物の新築・リニューア
ルのみならず、バブル期に建設された建物の基幹設備老朽化に関連して、空調・電気設備の更新案件も、幅
広い業種から増えております。その中で奈良県立医科大学の施設整備ＣＭなど公共分野をはじめ、大企業を
中心とした新規顧客の開拓及び既存顧客のリピート案件が順調に推移しました。

　また、平成25年4月に、大阪府立大学が一般公募した「大阪府立大学の耐震改修等の学舎整備、教育環境
整備事業」に関するＣＭ事業者募集（事業期間２年、予定事業費約22億円）にりそな銀行と共同で応募し、
４年連続で受注することが出来ました。

　当第３四半期累計期間のＣＭ事業においては、ピュアＣＭ（工事原価を含まないフィーのみの契約型Ｃ
Ｍ）が増加し、社内で管理する売上粗利益は前年同四半期より増加していますが、アットリスクＣＭ（工事
原価を含む請負契約型ＣＭ）の出来高が減少したため、売上高は1,277百万円（前年同四半期2,324百万円）
と減少しました。

 
③ ＣＲＥＭ事業　

　大企業向けを中心に、保有資産の最適化をサポートするＣＲＥＭ市場については、多拠点施設の新築、改
修プロジェクトに関して、当社技術者集団による透明なプロセス（ＣＭ手法）採用による工事コスト削減
や、保有資産のデータベース化による資産情報の集中管理等の成功事例が着実に顧客の評価を獲得出来てお
ります。金融機関、大手企業より既存施設のＥＲ（※１　エンジニアリングレポート）や耐震性能の検証業
務（※２　耐震診断）など、複数の不動産物件の事業化計画に対して、中立・公正な立場と、顧客のニーズ
に合わせてプロジェクトの事業性を高めることができる当社の専門性およびマネジメント能力も評価されて
おり、金融機関、複数のオフィスビル商業施設を所有する大企業などの既存顧客からの継続受注は堅調に推
移しております。

　当第３四半期累計期間のＣＲＥＭ事業においては、ピュアＣＭ（工事原価を含まないフィーのみの契約型
ＣＭ）が増加し、社内で管理する売上粗利益は前年同四半期より増加していますが、アットリスクＣＭ（工
事原価を含む請負契約型ＣＭ）の出来高が減少したため、売上高は577百万円（前年同四半期607百万円）と
減少しました。

 

 
※１ エンジニアリングレポート

　　　　工学的視点から建物状況を調査・レポートするもの。建物の物的価値を正しく把握するた

　　　　めのツール。

※２　耐震診断　

　　　　既存の建築物の構造的強度を調べ、想定される地震に対する安全性（耐震性）、受ける被

　　　　害の程度を判断する行為。地震による破砕・倒壊を未然に防ぐため、その恐れの有無を把

　　　　握する目的で行われる。

 

・環境・省エネ対応について

　各企業様の省エネや環境に対する意識は依然として高く、当社のプロが持つ高い技術的専門性によって、
顧客の環境目的達成を支援しています。環境に配慮した最新の技術・手法を活用し、建物の全ライフサイク
ルを通じて環境負荷低減の設計及びオフィスや保有資産の中長期的な維持管理計画を立案し（ライフサイク
ルマネジメント）、コスト削減と環境負荷低減を行うなど、当社独自のマネジメント手法にて最大の投資効
果を得るべく支援しております。

　当社は都心を離れた遠隔地にゼロエネルギーを実現する大型オフィス建物の基本計画・調達・施工監理業
務についても遂行しました。今後も環境対応事業範囲の強化と需要拡大に対応すべく、社内においてCASBEE
建築評価員資格取得保有者(平成25年12月末現在20名)が在籍しております。

 

・海外ＰＭ会社との業務提携

　当社は、平成22年６月に国際的な建設コンサルタント及びＰＭ（プロジェクト・マネジメント）会社とし
て長い歴史と実績のあるSweett Group Plcと、建設プロジェクトの分野において、全世界を対象とした戦略

的提携をしております。両社はこの提携を通じて、顧客ニーズのグローバル化に対応すると共に、互いの
ネットワークとノウハウを活用し合うことで、新たなビジネスチャンスを創出しております。

　Sweett Group Plcより紹介を受けた英国アミューズメント企業の日本進出プロジェクトにおけるＰＭ業務

につきましては、複数の拠点での業務が完了し、引き続き新たな業務を遂行しています。
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（2）財政状態に関する定性的情報

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて、16.1％減少し、2,750百万円となりました。これは、現金及び

預金が730百万円減少したことなどによります。　

固定資産は、前事業年度末に比べて、2.1％増加し、373百万円となりました。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べ14.3％減少し、3,124百万円となりました。　

(負債)　

流動負債は、前事業年度末に比べて、38.9％減少し、899百万円となりました。これは、工事未払金

が536百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて、11.2％減少し、462百万円となりました。これは、長期借入金

が85百万円減少したことなどによります。　

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べ31.7％減少し、1,362百万円となりました。

(純資産)　

純資産合計は、前事業年度末に比べて、6.7％増加し、1,762百万円となりました。これは、利益剰余

金が111百万円増加したことなどによります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動
該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,725,000 12,725,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数　100株

計 12,725,000 12,725,000 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成26年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づく新株引受権の行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 12,725,000 ― 534,192 ― 340,514
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

(平成25年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式）

　普通株式
1,533,500

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
11,190,200

111,902 ─

単元未満株式
普通株式
1,300

― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,725,000 ― ―

総株主の議決権 ― 111,902 ―
 

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の「株式数」欄には証券保管振替機構名義の株式が400株、「議決権の数」欄

に当該議決権の数４個がそれぞれ含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成25年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
明豊ファシリティワークス
株式会社

東京都千代田区平河町
２－７－９

1,533,500 ─ 1,533,500 12.05

計 ― 1,533,500 ─ 1,533,500 12.05
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年10月１日か

ら平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有してないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,553,939 823,770

受取手形・完成工事未収入金 1,588,692 1,728,220

未成工事支出金 33,512 60,387

その他 103,231 138,505

流動資産合計 3,279,376 2,750,884

固定資産

有形固定資産 65,530 66,814

無形固定資産 5,857 11,516

投資その他の資産 294,313 294,909

固定資産合計 365,701 373,241

資産合計 3,645,077 3,124,125

負債の部

流動負債

工事未払金 899,335 362,353

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 126,084 124,000

未払法人税等 54,335 81,498

賞与引当金 96,707 70,737

工事損失引当金 1,374 1,155

その他 195,330 259,694

流動負債合計 1,473,166 899,438

固定負債

長期借入金 201,914 115,998

退職給付引当金 147,554 167,517

役員退職慰労引当金 171,647 179,107

固定負債合計 521,115 462,622

負債合計 1,994,282 1,362,061

純資産の部

株主資本

資本金 534,192 534,192

資本剰余金 340,514 340,514

利益剰余金 962,958 1,074,309

自己株式 △208,355 △208,355

株主資本合計 1,629,310 1,740,661

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,206 667

評価・換算差額等合計 △2,206 667

新株予約権 23,691 20,735

純資産合計 1,650,794 1,762,064

負債純資産合計 3,645,077 3,124,125
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 5,024,016 4,928,615

売上原価 4,269,365 3,900,505

売上総利益 754,651 1,028,109

販売費及び一般管理費 662,166 717,251

営業利益 92,484 310,857

営業外収益

受取利息 493 251

新株予約権戻入益 1,537 2,955

その他 412 1,069

営業外収益合計 2,443 4,276

営業外費用

支払利息 3,131 2,645

売上債権売却損 61,027 41,982

投資事業組合投資損失 1,711 606

固定資産除却損 － 22

営業外費用合計 65,871 45,256

経常利益 29,056 269,877

税引前四半期純利益 29,056 269,877

法人税等 11,644 102,568

四半期純利益 17,412 167,308
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

　該当事項はありません。

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場

合には、税引前四半期純損益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効

税率を乗じて計算しております。
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

　　減価償却費 15,876千円 17,088千円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 55,912 5.0 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
 

　

当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 55,957 5.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 オフィス事業 ＣＭ事業 ＣＲＥＭ事業 合計

売上高     

　外部顧客への売上高 2,091,292 2,324,957 607,767 5,024,016

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─

計 2,091,292 2,324,957 607,767 5,024,016

セグメント利益又は損失（△） △23,130 131,621 △16,006 92,484
 

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 オフィス事業 ＣＭ事業 ＣＲＥＭ事業 合計

売上高     

　外部顧客への売上高 3,073,696 1,277,746 577,171 4,928,615

　セグメント間の内部売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─

計 3,073,696 1,277,746 577,171 4,928,615

セグメント利益 247,210 36,179 27,468 310,857
 

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 1円56銭 14円95銭

  (算定上の基礎)   

  四半期純利益金額(千円) 17,412 167,308

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 17,412 167,308

  普通株式の期中平均株式数(千株) 11,188 11,191

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 14円92銭

  (算定上の基礎)   

  四半期純利益調整額(千円) ― ―

  普通株式増加数(千株) ― 20

　　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
　　半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
　　年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有し
ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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監査法人日本橋事務所

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　岡　　健　　二　　印

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　村　　浩 太 郎　　印

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　新　　藤　　弘　　一　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月10日

明豊ファシリティワークス株式会社

取締役会  御中

 

　

 

 

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明

豊ファシリティワークス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第34期事業年度の第３四

半期会計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年４月１日か

ら平成25年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、明豊ファシリティワークス株式会社の平成25年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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